






要約:基本的母子保健サービスを市町村に委託して久しい新潟県の現在の問題点を若干検

討した。地域格差として、健診での要注意率などの格差、健診医師間の格差、スタッフ(医

師の専門、看護職、保健婦など)確保での格差が浮き彫りにされた。これらの解決には県

保健所の機能、指導強化が必要になろう。また少子化のなかでの地域で育児不安を持つ母

への支援としては、現状の発達チェック中心の健診場面のみでは不十分であることもわか

った。きめ細かな地域での対応が望まれる。また医療機関委託の問題では一貫性をどう保

証していくかが問題になっており、このためには、キーパーソンとしてはたとえば地域の

母子担当保健婦の十分な確保が必要と思われた。


